



























歴史を持つ公益法人制度を見直し、平成 18 年から平成 19 年にかけての「公
益法人制度改革 3法と施行令・施行細則」による基礎づけのもと、平成 20
年 12 月 1 日を施行日とし、とくに、従来、許可によって存在していたとい
う意味での現行の公益法人については法律の公布日（平成 18 年 6 月 2 日）
















完）」（京女法学第 1号及び第 5号。2011 年、2013 年）とくに（2・完）21 ～ 22 頁参照。
⑵　「公益法人制度改革 3法と施行令・施行細則」については、大隈義和、前掲（註 1）
の論文（1）『京女法学』1号、188 頁（註 9）に挙げる法令を参照。なお、そこで触れ
た「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（平成 18 年法律第 48 号）及び「公





























































律第 49 号）に合わせて、公益認定等委員会令（平成 19 年政令第 64 号）等
の施行令や施行規則の制定とともに、平成 20 年 4 月 11 日に内閣府公益認定
等委員会から「公益認定等に関する運用について」（公益認定等ガイドライン）
が出されてそれらの点が明らかにされることとなった。繰り返せば、公益認









公益法人については、今次改革前から平成 8年 9 月 20 日の閣議決定（最























































この移行制度の下、移行期間満了を迎え、平成 25 年 12 月 10 日の速報に






移行時にあった 24,317 の旧公益法人のうち移行申請法人数 20,729、そのう
ち 9,050 法人が新公益法人に移行申請していること、このことに応じて寄附
⑺　内閣府・「公益法人改革の進捗と成果について～旧制度からの移行期間を終えて～」
























この点に関し、平成 20 年 12 月 1 日から平成 25 年 11 月 30 日までの移行
期間終了後の、それまでに設立された一般社団法人・財団法人について公益
認定申請が可能かという問題があるが、この場合の移行期間とは一般社団・
⑻　この箇所の内容については（註 7）掲示の公表された内閣府報告書の 2頁～ 9頁の
説明を適宜文体や太字等を一文に整え括弧符号（引用符号）を省いて本文としている。



































































けたこと等についての事件。（最高裁判所第三小法廷・平成 18 年（あ）第 348 号、平
成 20 年 3 月 27 日決定（棄却・確定）。第一審は東京地方裁判所・平成 13 年（刑わ）
第 710 号、平成 15 年 5 月 20 日判決（有罪）。第二審は東京高等裁判所平成 17 年 12
月 19 日判決（棄却）。
⑿　国家公務員OBの「天下り」問題については、例えば、2010 年 8 月 23 日、共同通
信が、公益法人や独立行政法人などの役員ポストのうち同省庁出身者が三代以上続け
て就任している例が 1528 あること、今後同じ省庁出身者がこれらのポストに就くこ



























































2 月 1 日）54 頁。また、その簡略な指摘として能善喜久・中田裕康「公益団体と法人格」











































閣府ではすでに早く平成 20 年 11 月 21 日には「監督の基本的考え方」を、












































































備法 119 条第 2 項第 1 項の支出をしないこと。二　各事業年度の整備法第
119 条第 2項第 1号の支出が、公益目的支出計画に定めた支出に比して著し
く少ないこと。三　公益目的財産残額に比して当該移行法人の貸借対照表上




法令の規定に加えて基本的考え方を平成 21 年 7 月に福岡県として取りまと




































































事項等の設立関係（一般法 10 条、11 条 1 項・2項、13 条等）社員関係（同
27 条、29 条、31 条、32 条等）や社員総会等の機関関係（同 35 条、49 条、
63 条、70 条等）、計算関係（同 120 条等）、基金関係（同 131 条）の諸規定
25　財団法人公益法人協会（編）『公益法人制度改革―そのポイントと移行手続』（2007 年）













































































































































































（認定法 5条 14 号）。また、法人の活動により、社員・評議員・理事・監事




（政治資金規正法 22 条の 3）。
以上のように、「公益性」に関わる問題については、非営利法人とくに公
益法人の場合は主として「公益」とされるものの内容をめぐって法人自体の
性格付けが問題とされ、そのように性格付けされた法人の活動領域如何とい
う意味での制約が問われるのに対し、営利法人の場合には法人活動（領域）
の自由が想定される中でその（活動領域での）自由を制約する意味での外在
的要請としての「公益性」が問われるのであり、両者での制約に関わる「公
益」の意味・内容が異なるが、とはいえ、「結社」の範囲を営利法人 /非営
利法人の性格付けにより截然と区別することは、先にも触れたとおり、「活
動領域の曖昧化と流動化」を視野に入れれば割り切りすぎであり適切ではな
いように思われる。
